
3章　協力プログラムのマネジメント
3 - 1　協力プログラムの戦略性強化 
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3 - 2　プログラム計画書の作成 
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Box 3 - 1　既存の協力プログラムの戦略性を高める

既存の協力プログラムの戦略性を高める場合、すでに存在するプロジェクトの大幅な変更は、
相手国との関係から難しいことが多く、まずは同じ分野や地域で行われている事業の関係性を
徐々に強化するアプローチをとることが主となります。

既存の協力プログラムの戦略性強化イメージ図

具体的な手順
1． 実施中、あるいは実施が決まっている事業の共通項を探し、共通項をもとにいくつかの
事業をグループ化する。共通項としては、同じセクターやサブセクター、クロスセクト
ラルな課題、共通の援助対象者／機関、あるいは同じ対象地域などがある。

2． 共通項をもとにグループ化された事業群について、それぞれの事業目標を確認し、目標
の相互関係を目標系図などを使って整理して、クラスター全体をカバーする上位の目標
を探す。

3． その目標が相手国の政策や開発計画に明示されている開発課題のいずれかと関係してい
るかを検討し、開発課題上の重要性や、日本が課題として選択し集中して支援する意味
があるかどうかを確認する。

4． JICAが協力プログラムの枠組みのもとで支援すべき開発課題と確認された場合は、本ハ
ンドブックの 2章以降の手順を追って（現状把握の再調査、協力のシナリオ計画の再検討、
リスク分析など）計画を立てていく。

5． 実施中、あるいは実施が予定されている事業の中で、設定された協力プログラム目標に
対するその事業の貢献や関連が薄い活動については中止か変更を検討し、不足する活動
や事業の追加、さらに事業間の連携を強化する事業 /活動の追加を検討する。



このようにして、協力プログラムの戦略性が強化されていくといえますが、従来実施されて
いる事業を、協力プログラム外のものとして変更 /中止する際には十分な配慮が必要です。援
助事業はいったん開始されると、相手国との関係からも、また活動を担っている専門家や協力
隊の立場からも、中止や変更することが難しいことは言うまでもありません。協力プログラム
の戦略性強化を図りつつ、必要な場合はプロジェクト単体として戦略化を図り、適切な期間を
経て、徐々に活動を整理していくアプローチが現実的です。

3 - 3　プログラムのモニタリング 

3 - 3 - 1　モニタリングの項目、頻度
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ガーナ健康の輪プログラムが実施されている同国では、国内すべての州が年間計画に関して
四半期および年間レビューを実施しています。UNICEFをはじめとする各援助機関はこうした
相手国自身の開発戦略レビュー、モニタリングの機会に参加し、動向を把握しています。協力
プログラムのモニタリングにおいても、こうした機会を活用することが検討されています。

3 - 3 - 2　モニタリング指標の設定

3 - 3 - 3　モニタリング結果の活用と記録
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3 - 4　プログラムの評価と見直し 

3 - 4 - 1　「貢献」の概念に基づく評価の枠組み



3 - 4 - 2　評価手法　（ステップごとの評価視点）
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　事例 18：プログラム評価事例 

◆ベトナム初等教育改善プログラム
ベトナムでは、初等教育の純就学率は 97.5％に達しており、初等教育の普遍化に向けての最
終段階にあり、修了率の向上や貧困地域や山岳部でのアクセス改善に向けた取り組みを行って
います。このような状況に対し、JICAは「初等教育の質の改善」を目標とした協力プログラ
ムを実施しています。調査のステップとしては、国内での作業（評価目的、対象や枠組みの確
定、文献などの情報収集、現地調査枠組みの決定）を経て、現地調査によりインタビュー、結
果分析を行い、一般的な JICAプログラムの戦略強化に向けた提言・教訓を編み出す方法を取っ
ています。
プロ グラムの戦略的位置づけ…教育の質が課題となっている初等教育分野において、初等教育

開発計画（PEDP）策定支援やベトナム政府が策定を進めている新カリキュラムに即した
授業実施のための研修を行い、これらを通じて教育の質の向上をめざした協力を実施して
おり、重要な課題に対応する形となっている。

戦略 性（計画・成果・プロセス)…初等教育分野の課題解決を目的としてPEDPの策定支援を
行い、そのうえでPEDPをもとに優先的な分野を選択し技術協力プロジェクトを実施する
方法を取っていることから、戦略的に初等教育の質向上に向けて一貫性のとれた計画と
なっている。成果については、PEDPの完成や、新カリキュラムに基づいたモデル授業研
修のキートレーナー養成など、プロジェクト・レベルの成果のほか、「JOCVと技プロの
連携によりモデル授業の実施が促進された」「PEDPの策定によりEFA計画策定のプロセ
スが進展した」など、協力プログラム目標の達成に向けた成果も発現しつつある。

評価 結果…重要性（優先性）、戦略性を確保しつつ協力プログラムは実施されている。ベトナ
ム政府や他ドナーの事業もサブセクター・レベルの初等教育分野に焦点を当て活発に行わ
れていることから、将来的な協力プログラム目標の達成の見込みも向上しつつある。

提　 言…技術協力プロジェクトで策定中のモデル事業をどのように全国的に拡大していくのか
が課題であり、今後貢献の可能性をより高めていくためには、プロジェクトでの有効なモ
デルの確立と同時に、拡大・普及に向けた他機関との連携をより強化していくことが必要
である。
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3 - 5　協力プログラムのマネジメント体制 

3 - 5 - 1　プログラム・マネジメントのための具体的な活動



3 - 5 - 2　現地関係者のマネジメント上の役割

　事例 19：協力プログラムを支える在外事務所と本部の協力

協力プログラムでは、異なる事業スキームの横断的な取りまとめをどう行なうかがマネジメ
ント体制構築のひとつの鍵になります。例えばガーナ健康の輪プログラムでは、地域部担当チー
ム長が定期的にプログラム運営委員会（テレビ会議）を主催し、課題部、無償資金協力部、協
力隊事務局、また現場の調整を担う在外事務所員、企画調査員、そしてプロジェクト専門家な
どの間の情報共有・調整やプログラム計画書の作成、プログラム評価の運営などを行っていま
す。また協力プログラム構成事業関係者のメーリングリストを作成し、在外、国内の双方から
適宜、情報を発信することにより認識の共有を図っています。
インドネシア南スラウェシ州地域開発プログラムでは、プログラム ･オフィスを協力対象州
に設置し、職員をプログラム担当者として配置して全体調整、対外的交渉・調整にあたらせて
います。在外事務所は地域部から十分な支援を得ており、また現場ではプロジェクト関係者ら
の自発的なコミュニケーションによる調整が進んでいます。

　事例 20：現地の事務所員や専門家が果たす大きな役割

ガーナ健康の輪プログラムでは、主要事業のひとつである技術協力プロジェクトを法人契約
で実施していますが、委託先のプロジェクトリーダーはプログラム全体の動きをよく把握し、
積極的に技プロの情報を無償資金協力のコンサルタントやボランティアと共有しています。
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　事例 21：オールジャパンの代表としての対応が求められる援助協調の現場

タンザニア国では大使館、JBIC 専門家とも密に連絡を取りながら、各組織の立場や役割を
踏まえつつも、刻々と推移する開発援助協調の動きにオールジャパンとしてフレキシブルかつ
機動的に対応しています。インドネシアやバングラデシュの協力プログラム運営に見られるよ
うに、たとえ JICA職員であっても、有償資金協力の事業方針を踏まえ、ドナー会議などの場
でオールジャパンを代表して発言しなくてはならないこともあります。各国を代表する他の援
助機関からの出席者と同様に現地ODAタスクフォースを代表し、一般財政支援、有償資金協
力の動向についても、相手国政府や他ドナーの信頼を損なわないように対応することが求めら
れます。
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